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人手不足の現状と対策 

樋口 まどか 

 

はじめに 

 

 日本では多くの業界で人手不足という大きな課題を抱えている。特に、医療福祉業、宿泊・飲

食業、運輸・郵便業、建設業、サービス業などが深刻な状況にある。日本では、何度か人手不足

が発生しており、その要因は景気の上昇による労働力需要の増加やサービス産業の拡大など多

岐にわたっている。人手不足は、企業のモノやサービスといった需要への対応を困難にするだけ

でなく、従業員の時間外労働の増加や休暇取得数の減少を引き起こすなど、あらゆる影響を及ぼ

す恐れがあり、早急な対応が求められる社会問題の一つである。 

 本稿の第 1 節では、有効求人倍率や完全失業率から日本の人手不足の現状を把握し、その背景

を考察する。第 2 節では、日本と人口動態や産業構造が似ているドイツの労働状況と人手不足対

策をとりあげ、第 3 節では、高齢者や女性、外国人などの潜在的な労働力を活用するうえで求め

られる労働条件や、政府や企業で実施されている取り組みと課題について述べる。第 4 節では、

働き方改革が求められる中で、どのように人手不足に対応すべきか考察する。 

 人手不足の緩和に努めることは、モノやサービスの安定した供給や多様な働き方の実現につ

ながるのではないだろうか。 

 

第 1 節 日本の人手不足の現状と背景 

 

1.1 深刻化する人手不足  

 

 人手不足とは、企業の生産活動にあたって必要な労働力を充足できない状況を指す。人手不足

を測るための指数には、有効求人倍率や完全失業率などがある。有効求人倍率は、公共職業安定

所に登録されている月間有効求人数を月間有効求職者数で割った値であり、この値が 1.00 を上

回れば人手不足、1.00 を下回れば仕事不足と表される。有効求人倍率によるデータは、公共職業

安定所を経由したものに限られるため、完全失業率もあわせて確認される。完全失業率は、労働

力人口に占める完全失業者の割合であり、働く意欲がある者のうち、仕事につけておらず職探し

を行っている者の割合を示す。 

 有効求人倍率は、2009 年以降上昇し、2018 年は 1.61 倍と過去最高となった。その後、低下し

たものの 1.00 を下回ることはなく、2024 年 12 月時点では 1.25 倍であった1。一方、完全失業率

は、リーマンショック後の 2009 年の 5.5%から低下傾向であり、2019 年に 2.2%まで低下したが、

新型コロナウイルス感染症の影響で上昇し、2020 年は 3.0%を超えた。その後、再び低下し、2024

 
1 厚生労働省（2025e）p. 1. 
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年は 2.5%であった2。以上のことから、有効求人倍率は 1.00 を上回り、完全失業率は低下傾向に

あるため、人手不足が発生していると考えられる。 

 

図 1 有効求人倍率と完全失業率（年平均）の推移 

 

（出所）労働政策研究・研修機構「早わかりグラフでみる長期労働統計 Ⅲ.図 1」（2025）より

筆者作成。 

 

1.2 産業別にみた人手不足 

 

 ここからは、どの産業で人手不足が発生しているか考察する。厚生労働省の「一般職業紹介状

況」より、2024 年 12 月における産業別の有効求人倍率をみていく。一般事務や会計事務、美術

家・デザイナー・写真家・映像撮影者は、有効求人倍率が 1.00 を下回っており、人材の余剰が

発生している。一方、保安職業は、有効求人倍率が 7.44 倍で最も高く、次いで建設・採掘が 5.60

倍、サービス職業が 3.18 倍、輸送・機械運転が 2.36 倍となっている。そのほかにも、医師や看

護師といった医療従事者や販売従事者など、多くの産業で有効求人倍率が 1.00 を上回っている 3。 

 続いて、産業別の雇用人員判断 D.I.をみていく。雇用人員判断 D.I.とは、人手の過不足感を表

す指標で、雇用人員が過剰と回答した企業数構成比から、不足と回答した企業数構成比を差し引

いて算出される。数値がプラスの時は、人手が過剰と考えている企業の割合の方が高く、マイナ

スの時は、人手が不足していると考えている企業の割合の方が高いことを示す。日本銀行が行う

全国企業短期経済観測調査の 2017～2024 年 9 月の結果によると、製造業及び非製造業のいずれ

においても雇用人員判断 D.I.がマイナスとなり、人手不足超過が発生している年が多いことが分

かる。加えて、製造業と比較して非製造業の方が不足超過の幅が大きい産業が多い傾向にある。

 
2 経済産業省（2025）p. 29. 
3 厚生労働省（2025e）参考統計表 7-1. 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

1970 1973 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009 2012 2015 2018 2021 2024

（％）（倍）

（年）
有効求人倍率 完全失業率



人手不足の現状と対策 

109 

さらに、2020～2021 年にかけては、不足超過の幅が縮小したり、プラスに転じたりしており、

これは新型コロナウイルス感染拡大の影響によるものと考えられる4。 

 2024 年 9 月の調査を細かく分類してみると、製造業で最も不足超過幅が大きいのは、紙・パ

ルプで-32％ポイント、次いで石油・石炭製品が-31％ポイント、食料品が-30％ポイントであった。

非製造業では、宿泊・飲食サービス業が-68％ポイントと最も大きく、次いで建設が-59％ポイン

ト、運輸・郵便が-55％ポイント、対個人サービスで-54％ポイントであった5。 

 これらの結果から、多くの産業で人手不足が発生しており、特に、建設業やサービス業が深刻

であるといえる。建設業で人手不足が深刻化している要因としては、ほかの産業と比べて熟練技

術者の高齢化や大量退職が著しいことがあげられる。サービス業では、深夜勤務や不規則なシフ

トといった労働環境の悪さや、正社員が少なく、アルバイトやパートなどの非正規雇用が多いこ

とで人材流出が激しいことがあげられる。 

 

図 2 製造業における産業別の雇用人員判断 D.I.（9 月調査） 

 

（出所）日本銀行より筆者作成。 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 日本銀行. 
5 労働政策研究・研修機構（2024a）. 
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図 3 非製造業における産業別の雇用人員判断 D.I.（9 月調査） 

 

（出所）日本銀行より筆者作成。 

 

1.3 人手不足の歴史と背景 

 

 人手不足の歴史と背景をみていく。人手不足は、1970 年代前半、1980 年代後半から 1990 年代

前半、2010 年代以降の 3 期間で発生している。 

 まず、1970 年代前半は、高い経済成長による労働力需要の増加による人手不足が生じていた

といえる。1970 年代は、1950 年代から始まった長期にわたる高度経済成長期の末期にあたり、

景気が急速に上昇した。そのため、労働力需要が増加し、求人も大幅に増加した6。有効求人倍

率は、1.76 倍であり7、非常に高いことが分かる。 

 次に、1980 年代後半から 1990 年代前半は、サービス産業化とフルタイム労働力の不足による

人手不足が生じていたといえる。第三次産業が GDP に占める割合は、1970 年の約 53%から 1990

年は約 62%まで上昇した。サービス産業は、企業や産業が支えることができる雇用の程度を示す

雇用吸収力が高いため、サービス産業の進展により企業が求める労働力が増加したと考えられ

る。さらに、1990 年前後には、フルタイム労働者のうち、比較的労働時間が短いものの割合が

高くなった8。労働力需要が高まる中で、労働力供給が低下していったことで有効求人倍率も上

昇し、1.40 倍を記録した9。 

 最後に、2010 年以降は、経済状況の好転やさらなるサービス産業化による人手不足が生じて

いたといえる。1990 年代後半のバブル崩壊による経済活動の停滞は、雇用へ大きな影響をもた

 
6 厚生労働省（2024a）p. 97. 
7 厚生労働省（2024a）p. 95. 
8 厚生労働省（2024a）pp. 98-99. 
9 厚生労働省（2024a）p. 102. 
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らし、1993～2005 年までは、有効求人倍率は 1 を下回り、完全失業率は急上昇した。ただ、経

済状況は次第に回復していき、それに伴い有効求人倍率も上昇していった。さらに、第三次産業

が GDP に占める割合は、2022 年には約 74%まで上昇した。サービス産業化が一層進展したこと

で、労働需要が高まったと考えられる10。 

 

1.4 人手不足が企業に与える影響 

 

 人手不足が深刻な企業では、アルバイトが集まらないため中途採用の人数を増やす、中途採用

をしても人が集まらないため新卒採用の人数を増やすなど、あらゆる採用方法を活用して労働

力の確保に努めようとしているが、なかなか対応ができていない。同時に、人手不足が顕著な飲

食サービス業などでは、従業員の離職率が高いため、既存従業員に業務の負荷がかかり、ますま

す企業や業界のイメージが悪くなり、そうした企業に応募する人が減り、人手不足が深刻になる

可能性がある。このように、既存従業員の業務負荷増大、企業イメージの悪化、新規の採用難が

悪循環となり、こうした事態がさらに深刻になる状況になっている11。 

 一方で、一部の企業では、人手不足により既存事業の積極的な効率化の実施を行ったり、抜本

的な業務プロセスの見直しを推進したりするなど、企業経営の改善に向けた対策等に取り組む

契機となり、結果的に人手不足が企業経営に良い影響を及ぼしている可能性も考えられる12。 

 

第 2 節 ドイツにおける人手不足の実態と対策 

 

2.1 日本とよく似た人口動態と産業構造を持つドイツ 

 

 2024 年におけるドイツの人口ピラミッドをみると、高齢者層が多く、若年層が少ない「つぼ

型」となっており、特に、50 歳代後半から 60 歳代前半にかけて人口が集中している13。2024 年

の日本の人口ピラミッドも同様に 「つぼ型」であり14、どちらも少子高齢化が進行していること

が分かる。 

 

 

 

 

 

 

 
10 厚生労働省（2024a）pp. 102-104. 
11 戸田（2016）pp. 9-10. 
12 厚生労働省（2019）p. 114. 
13 United Nations（a）. 
14 United Nations（b）. 
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図 4 ドイツの人口ピラミッド（2024 年） 

 

（出所）United Nations（a）より筆者作成。 

 

図 5 日本の人口ピラミッド（2024 年） 

 

（出所）United Nations（b）より筆者作成。 
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 ドイツの合計特殊出生率は、2011 年から 2016 年にかけて 1.39 から 1.59 に上昇後、2017 年か

ら減少傾向が続き、2021 年に若干回復したものの、大きな低下が続いている。2021 年以降の出

生率が急減したことについて連邦人口研究所の研究者は、新型コロナウイルスの感染拡大やロ

シア・ウクライナ戦争、物価高騰、気候危機など複数の世界的な危機が相次いで発生したことが

要因の一つとして考えられると指摘している。さらに、出生率の低下が一時的なものかどうか予

測や断言はできないが、高齢化社会の一因となっており、この状況が長引けば労働市場における

労働者不足などの社会的な課題になる可能性があると指摘している15。 

 加えて、ドイツの産業構造をみると、2022 年の GDP の産業比率は、第一次産業は 1.0%、第二

次産業は 29.7%、第三次産業は 69.3％となっている16。第 1 節で述べたように、2022 年時点で日

本における第三次産業が GDP に占める割合は約 74.0%であり17、日本及びドイツは、第三次産業

の比率が高いことが分かる。 

 以上より、ドイツと日本を比較すると、少子高齢化が進行していることや第三次産業の比率が

高いことなど、人口動態と産業構造が似ていると考えられる。 

 

2.2 人手不足が深刻化するドイツの労働状況 

 

 ドイツは、労働供給の制約が他国よりも強い点がある。その要因として、第一に、労働力人口

が伸び悩んでいることがあげられる。ドイツの自国民の労働力減少は、人口動態による面が強く、

ドイツの自国民の生産年齢人口は、ドイツ以外のユーロ圏と比べて大きく減少している。第二に、

熟練労働者の不足があげられる。ドイツでは、1950～1960 年代に生まれたベビーブーム世代の

多くが引退したことを受けて、労働力人口に占める 40～64 歳の割合が大きく低下した。労働供

給の中心が若年層や移民に移っており、熟練労働者を穴埋めできていない可能性が考えられる18。 

 ドイツ商工会議所が 2023 年 1 月に発表した調査結果によると、対象企業 2.2 万社の半数以上

で欠員が埋まらず、特に電気設備、機械工業、自動車製造などでは人手不足の割合が顕著に高か

った。この状態が続くと、約 200 万人の欠員が補充されないまま、1000 億ユーロ相当の生産を

断念することになると指摘されている19。 

 

2.3 鉄道産業と教育現場における他産業からの採用事例 

 

 ドイツでも日本と同様に多くの企業で人手不足が深刻化している。そのため、企業の中には、

他産業に転職する際に必要な新しい技能や知識を身につけるための「職業転換訓練」を実施し、

他産業から未経験者の採用を行う事例が増えている。以下では、鉄道産業と教育現場における実

 
15 労働政策研究・研修機構（2024b）. 
16 国立研究開発法人科学技術振興機構（2025）p. 181. 
17 厚生労働省（2024a）p. 104. 
18 日本総研（2023）. 
19 労働政策研究・研修機構（2023）. 
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施事例をとりあげる。 

 

鉄道産業における対策 

 高度に自動化された列車でも、必要に応じて手動で運転手が介入しなければならないため、自

動化が進展してもなお、鉄道産業では労働力不足が深刻な問題となっている。 

 ドイツ鉄道は、高齢化による大量の退職者を補うために、少なくとも 2.5 万人の新規採用を目

指して、2023 年 1 月から国内だけでなく、トルコや北アフリカ等の EU 域外でも大規模な求人

広告を出している。同社は 2022 年に新たに 5000 人を採用したが、新卒採用だけでは足りず、そ

のうち 1500 人の運転士は「職業転換訓練」の実施を前提に、他産業から採用した。従来の運転

士の初期職業訓練の場合、3 年目の訓練生の月給は 1089 ユーロだが、他産業からの未経験転職

者に対する職業転換訓練は、個人の技能や知識水準に応じて訓練期間は 9 か月～12 か月に設定

され、2500 ユーロの月給を受け取る者もいた20。 

 

教育現場における対策 

 義務教育の現場でも人手不足は大きな問題になっている。ドイツの公立教員は、大学で 4～5

年間「教育」を専門に学び、1～2 年間の実習を終えて、初めて現場で教える資格があると見な

される。しかし、このように時間がかかるルートで職業資格を取得する教員のみでは数が足りず、

2025 年までに小学校だけで 2.6 万人の教員が不足すると予測されている。教育現場における人

手不足を早急に解決するために、ドイツ鉄道と同じく、他産業からの教員志望者に「職業転換訓

練」を受けてもらう手法が注目を集めている。 

 教育の質に関する懸念について、ザクセン州の委託を受けて教員志望者の職業転換訓練を実

施しているドレスデン工科大学のアクセル・ゲールマン教授は、「適切な職業転換訓練が行われ

ていれば、転職者が学校現場で教えても、生徒の学習能力が低下するという証拠はない」と述べ

ている。そして、教員のパートタイム勤務を制限したり、教員一人あたりの生徒数を増やしたり

してもすぐに限界に達してしまうため、学校を存続させるには、他産業の転職者を教員に採用す

るしかないと考えている。ザクセン州では 2018 年から 2023 年までの間、1100 人の転職者を採

用している21。 

 

2.4 ドイツにおける高度外国人材の受入れ政策 

 

 ドイツでは、外国人労働者を前向きに受け入れる傾向がみられる。連邦労働社会省によると、

EU 域外出身の専門人材の受入れ促進を目的とする移民法のもとで、2020 年 3 月 1 日から 12 月

31 日までの 10 か月間で、計 3 万のビザが発給され、コロナ禍にも関わらず、同制度の活用が進

 
20 労働政策研究・研修機構（2023）. 
21 労働政策研究・研修機構（2023）. 
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んでいることが明らかになった22。さらに、連邦統計局によると、EU 以外の労働者の推移は、

2007 年の 76 万 8000 人から 2022 年には 351 万 4000 人と増加傾向にある。2022 年末には、移民

歴のある人は、2020 万人まで上昇し、ドイツの総人口の 24.3%を占めている23。 

 ここからは、外国人労働者の積極的な受入れを行っているドイツの政策をみていく。ドイツの

高度外国人材の受入れ政策には、主に 3 つの特徴がある。 

 一つ目は、外国人労働者に対する充実した支援である。外国人労働者をドイツ国民の一部分で

あり経済に大きく貢献できる人材とし、受入れ段階からドイツでの生活環境や社会福祉、帰化機

会まで外国人材に対する宣伝活動に力を入れている。さらに、受入れ後の対応として、2005 年

に制定された「滞在法」に規定された社会統合政策では、外国人労働者にドイツ語、ドイツ文化、

ドイツ法律等を学習する機会を提供する統合講習の実施を義務化している24。 

 二つ目は、労働者の質を確保していることである。2020 年 3 月に「専門的人材移民法」が施

行され、EU 域外の専門人材の受入れ枠が、大学卒から 2 年以上の職業訓練資格保有者まで拡大

された。受入れ条件は引き下げらたが、先述したような職業訓練や言語教育、講習などドイツ国

内での教育を十分に行うことで、労働者の質を保障している25。 

 三つ目は、外国人材受入れに対する国民の理解と協力である。ドイツのトップリーダーが度々

国内の労働状況を説明し、高度人材の受入れの重要性を強調している。例えば、2021 年連邦雇

用エージェンシーの長官が年間約 40 万人の移民労働者が必要になると述べ、さらなる受入れの

促進を強調した26。 

 外国人労働者に対する充実した支援や自国民の理解や協力を得ることは、日本においても求

められる取り組みである。第 3 節で日本における外国人労働者の受入れ政策について検討する

が、外国人労働者を受け入れる際に、移民政策が進んでいるドイツを参考にすることも一つの手

段であると考えられる。 

 

第 3 節 潜在的な労働力を活用した人手不足対策 

 

3.1 少子化対策の限界 

 

 人手不足を解消するためには、労働力の確保が不可欠である。その方法の一つとして、少子化

を改善し、生産年齢人口を増やすことがあげられるが、これは実現が難しいと考えられる。なぜ

なら、日本では 1990 年代以降、仕事と家庭の両立支援を中心に少子化対策が展開されてきたに

もかかわらず、出生率は年々低下し続けているからである。このように、さまざまな対策を講じ

ても少子化は改善されにくいのが現状である。そこで、ここからは少子化対策以外に焦点を当て、

 
22 真田（2024）. 
23 カオティキャングェット（2024）pp. 44-45. 
24 カオティキャングェット（2024）pp. 44-45. 
25 カオティキャングェット（2024）pp. 44-45. 
26 カオティキャングェット（2024）pp. 45-46. 
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高齢者や女性、外国人といった潜在的な労働力を活用した人手不足解消のための対策を考察し

ていく。 

 

3.2 高齢者の雇用について 

 

 高齢者の雇用機会拡大を考える。まず、高齢者の就業状況についてみていく。2024 年の日本

の労働力人口は 6957 万人であり、そのうち 65～69 歳の者は 400 万人、70 歳以上の者は 546 万

人であった。労働力人口総数に占める 65 歳以上の者の割合は 13.6%と長期的には上昇傾向にあ

る27。 

 さらに、2024 年の 65 歳以上の就業者数は 930 万人、就業率は 25.7%であり年々上昇している。

10 年前の 2014 年と比較すると、就業者数は 65～69 歳で 25 万人、70～74 歳で 103 万人、75 歳

以上で 119 万人増加している。就業率は 65～69 歳で 13.5 ポイント、70～74 歳で 11.1 ポイント、

75 歳以上で 3.9 ポイントとそれぞれ伸びている28。 

 

図 6 年齢階級別就業者数と就業率の推移 

 

（出所）政府統計の総合窓口（e-Stat）より筆者作成。 

 

高齢者の就業意欲が高い要因 

 高齢者の就業意欲をみると、収入のある仕事をしている 60 歳以上の者について、「働けるうち

 
27 内閣府（2025）p. 17. 
28 内閣府（2025）p. 19. 
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はいつまでも働きたい」と回答した者は 33.5％と最も高く、次いで「70 歳くらいまで」が 22.8%、

「75 歳くらいまで」が 20.1%を占めた29。この調査から、高齢期にも高い就業意欲を持つ者が多

いことが分かる。 

 

図 7 高齢者の就業意欲調査（2024 年） 

 

（出所）内閣府（2025）より筆者作成。 

 

 高齢者の就業意欲が高い理由は、以下のように考えられる。内閣府の調査より、収入のある仕

事をしている人に仕事をしている理由を聞いたところ、「収入のため」が 55.1%と最も多く、次

いで「働くのは体によいから、老化を防ぐから」、「自分の知識・能力を生かせるから」、 「仕事が

面白いから」の順になっている。60 歳以上の回答みると、「収入のため」と回答した割合は、男

性の 60～64 歳層で特に高いが、男女ともに年齢が高くなるにしたがって就業の理由は多様化す

る傾向がみられる30。 

 実際に、2022 年の 1 年間における高齢者世帯の平均所得金額は、304.9 万円であり、その他の

世帯 656.0 万円と比べると半分ほど少なくなっている。経済的な暮らし向きについて心配がない

と感じている 60 歳以上の者は多く、全体の 65.9%を占めているが、そのうち大半が家計にあま

りゆとりがないと回答している31。 

 高齢期における収入源という観点から、高齢者の就業意欲を確認すると、公的年金を収入源と

する割合は、日本はドイツとアメリカの中間にあるが、私的年金、利子・配当等の財産収入等の

金融資産からの所得はアメリカ、ドイツよりも低く、仕事による収入を主な収入源とする割合が

高くなっている。日本の個人金融資産は、欧米に比べて現金・預金に偏っていることに加え、長

年の金融緩和を背景とした低金利による利息収入が少ないことが背景にあるとみられる。この

ように金融資産所得は収入源としての弱さがあるため、日本の高齢者は、公的年金に加え総体的

 
29 内閣府（2025）pp. 21-22. 
30 内閣府（2025）pp. 61-62. 
31 内閣府（2025）p. 23. 
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に仕事による所得を主な収入源としていると考えられる32。さらに、日本の平均寿命は年々伸び

ており、高齢期に必要となる費用が増加していることから、経済的な側面で就業をする人が多い

と考えられる。 

 経済的な側面以外に、個人の幸福度を高めるために就労をする人も多くいる。就労を含む趣味

やボランティアなどの社会活動には、人とのつながりの機会がある。就労や社会活動が定年退職

後のシニアの幸福感に与える影響として、人間関係が保たれることや自分が社会や周囲の人の

役立つ能力があるとの認識が幸福感を高めており、特に、自分が役立つ感覚は就労によってより

高まりやすいと考えられる33。 

 

高齢者の雇用制度 

 高齢者の就業意欲を活かすために、政府は、高年齢者雇用安定法で企業が講じなければならな

い措置を規定している。一部法改正により 2013 年に施行された高年齢者雇用確保措置では、65

歳までの安定した雇用の確保を目的とし、定年年齢を 65 歳未満としている事業主に、以下の 3

つの措置のうちいずれかの実施を義務付けている。第一に、65 歳まで定年年齢を引き上げるこ

と。第二に、65 歳までの継続雇用制度を導入すること。第三に、定年齢制を廃止することであ

る34。2024 年にこの措置を実施済みの企業は 99.9%であった。一方、法改正により 2021 年に施

行された、70 歳までの就業機会確保を目的とする高年齢者就業確保措置を実施済みの企業は

31.9%であった35 。この差は、前者が義務化されているのに対し、後者は努力義務であるため生

じていると考えられる。後者は努力義務の制度であるが、より多くの高齢者が活躍できる環境を

整備する手段として、制度の実施を促進することが求められる。 

 

在職老齢年金制度について 

 高齢者の雇用に関しては、在職老齢年金制度について考える必要がある。在職老齢年金制度は、

現役世代の負担が重くなる中で、報酬のある者は年金制度を支える側にまわってもらうという

考えに基づく仕組みである。具体的には、厚生年金の適用事業所で就労し、一定以上の賃金を得

ている 60 歳以上の老齢厚生年金受給者を対象に、原則として被保険者として保険料負担を求め

るとともに、年金支給を停止することとしている。2024 年度は、賃金と老齢厚生年金給付額を

合計した基準額が月 50 万円を超える場合、超過額の二分の一相当の厚生年金保険給付を支給停

止している。2022 年度 （基準額は 47 万円）は、65 歳以上の在職している年金受給者 308 万人の

うち、50 万人が支給停止の対象となり、支給停止対象額は、約 4500 億円に及んだ36。 

 在職老齢年金制度は、現役世代との給付バランスを保つことが目的である。一方で、働いた収

入が多いと年金受給額が減ることがあるため、従業員が就労継続を希望しなかったり、勤務時間

 
32 内閣府（2024）pp. 300-301. 
33 今城（2024）. 
34 小﨑・永瀬（2014）pp. 58-61. 
35 内閣府（2025）p. 22. 
36 厚生労働省（2024b）p. 3. 
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を短縮したりするなど働き控えが生じており、人手不足に影響を及ぼしている。そのため、高齢

者の労働参加を後押しし、就業を抑制しない仕組みをつくるために、在職老齢年金制度の見直し

が求められる。 

 

在職老齢年金制度の見直し 

 ここからは、在職老齢年金制度の導入と制度の見直しについてみていく。在職老齢年金が導入

されたのは、1965 年である。それまで、厚生年金制度の老齢年金は、支給開始年齢要件に加え

て、退職を支給要件としており、高齢者でも在職中は年金を支給しないことが原則であった。し

かし、高齢者は低賃金の場合が多く、賃金だけでは生活が困難であったため、65 歳以上の在職

者にも支給される特別な年金として在職老齢年金が創設された。さらに、1969 年には、対象者

を 60 歳代前半まで拡大した。以降は、少子高齢化の進行などにより現役世代の年金負担が重く

なる中で、現役世代に配慮する見直しが行われた。1985 年の改正以降、65 歳以上の者は在職中

も年金が満額支給されていたが、2000 年代前半に、65 歳以上にも厚生年金支給に対し一定の制

限を加える、在職支給停止の仕組みが導入された37。 

 一方で、在職老齢年金制度が高齢者の就業意欲を削ぎ、労働参加を妨げている事例があること

を踏まえ、高齢者の就労を阻害しないための見直しも行われた。2020 年には、60～64 歳の年金

支給停止の基準額が 28 万円であったのを、65 歳以上と同じ 47 万円まで引き上げた（2022 年施

行）38。そして、2024 年の財政検証において、政府は、年金支給停止の基準額を月 50 万円から

62 万円に引き上げる案を検討している39。老齢年金受給の減額対象となる高齢者の数を縮小し、

高齢者の手取りを増やし、働き手を確保することが目的である。 

 このように、在職老齢年金制度は、導入されて以降、現役世代の負担に配慮する観点と高齢者

の就労を阻害しない観点という相反する要請の中で見直しがされてきた。現役世代の年金負担

が重いという意見がある中で、人手不足に対応するために、両者のバランスを考慮した見直しを

していくことが欠かせない。 

 

高齢者雇用の注意点 

 高齢者を雇用するうえで企業が意識するべきことについて考えていく。高年齢労働者は、豊富

な知識と経験を持っていることや業務全体を把握したうえでの判断力と統率力を備えているこ

とが多いなどの特徴がある。一方で、加齢に伴う心身機能の低下が現れ、労働災害発生の要因の

一つとなっている。実際に、高年齢労働者は、労働災害発生率が若年齢労働者に比べて高くなっ

ている。2024 年の労働災害発生率を年齢別にみると、女性は 70～74 歳、男性は 75 歳以上が最

も高くなっている。さらに、高年齢労働者は、若年労働者に比べて被災した場合にその程度が重

くなるという傾向がみられる。年齢別の労働災害による休業見込み期間の長さをみると、年齢が

 
37 厚生労働省（2022）pp. 6-7. 
38 厚生労働省（2022）pp.7-8. 
39 厚生労働省（2024b）p. 9. 
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上がるにしたがい 1 週間未満、1 週間以上、2 週間以上の割合が低下し、反対に 1 か月以上、2

か月以上、3 か月以上の割合が増加しており40、年齢が上がるとともに長期の休業が必要になっ

ていることが分かる。 

 

図 8 年齢別・男女別労働災害発生率（度数率）（2024 年） 

 

        （注）度数率＝死傷者数÷延べ労働時間数×1000000 

        （出所）厚生労働省（2025b）より転載。 

 

 そのため、加齢に伴う心身機能の低下、新しい機械・技術への対応、若年労働者とのコミュニ

ケーションのあり方等を考慮して、機械設備・作業環境・作業方法の改善、健康の保持増進、快

適な職場環境の形成、安全衛生教育の実施などの対策に努め、高年齢労働者の労働災害を防止す

ることが求められる。 

 ここからは、高齢者が働きやすい作業環境づくりについて、いくつか事例を紹介する。まず、

漬物製造業では、体力の負担を削減させるために重量物の小型軽量化を行った。作業スピードや

男性の感覚だけの視点で業務改善を進めると、高齢者に負担がかかる業務の進め方になるとい

う反省を踏まえ、大きな水槽を取り扱う業務では、水槽を小さくしてすべての労働者が無理なく

取り扱えるような環境づくりを行った41。 

 次に、鋳造業では、視力の低下を補うために、測定器の目盛りをデジタル化した。機械現場の

測定器がアナログ式で数値が読みにくいため、高齢者でも読み取りやすいデジタル式の測定器

に替えたことで、視覚的負担や肉体的負担が軽減され、高齢者にとって働きやすい職場になり、

 
40 厚生労働省（2025b）p. 13. 
41 JEED（2016）. 
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同時に生産性も向上した42。 

 これらの取り組みは、高齢者だけでなく、その他の従業員にとっても安心して働ける環境づく

りにつながり、企業にも労働力の確保や生産性の向上といった利益をもたらしたと考えられる。 

 

3.3 女性の雇用について 

 

 女性の雇用機会確保を考える。まず、女性の就業状況についてみていく。2024 年の女性の雇

用者数は 2830 万人であり、前年に比べ 37 万人増加した。一方、男性雇用者数は 3293 万人であ

り、前年に比べ 11 万人増加した。この結果、雇用者総数に占める女性の割合は 46.2％となった。

女性雇用者について産業別にみると、最も多いのは、「医療、福祉」の 675 万人、次いで「卸売

業、小売業」が 520 万人であった。さらに、増加者数が多かったのは、「宿泊業、飲食サービス

業」と「医療、福祉」であった43。 

 2024 年の女性の労働力率を年齢階級別にみると、「20～24 歳」、「25～29 歳」、「30～34 歳」、

「35～39 歳」、｢40～44 歳｣、｢45～49 歳｣、｢50～54 歳｣、｢55～59 歳｣、「60～64 歳」および「65

歳以上」の階級の労働力率は過去最高の水準となった。グラフ全体の形でみると、「25～29 歳」

と、「45～49 歳」を左右のピークとし、「35～39 歳」を底とするＭ字型カーブを描いているが、

Ｍ字型の底の値は年々上昇している。2010 年と 2024 年の女性の労働力率を比較すると、全ての

年齢階級で労働力率は上昇しており、上昇幅が最も大きいのは「60～64 歳」であった。さらに、

「30～34 歳」では 16.1 ポイント、「35～39 歳」では 15.2 ポイント上昇しており、グラフ全体の

形はＭ字型から台形に近づきつつある44。 

 

図 9 女性の年齢階級別労働力

 

 （出所）労働政策研究・研修機構「早わかりグラフでみる長期労働統計 Ⅱ.図 3-2」（2025） 

     より筆者作成。 

 
42 JEED（2016）. 
43 厚生労働省（2025a）p. 1. 
44 労働政策研究・研修機構（2025）. 
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出産・育児と就労の関係性 

 出産や育児のために離職した女性は、2021 年から 2022 年までの 1 年間で約 14 万人存在した。

妊娠判明当時の仕事を辞めた理由として、「仕事を続けたかったが、仕事と育児の両立が難しか

ったため」と回答した女性は、正社員では 38.1%と最も高く、非正社員では 25.3%であった。詳

細な理由として、「勤務先に短時間勤務制度や残業を免除する制度などの両立ができる働き方の

制度が整備されていなかった」ことがあげられた45。 

 女性の離職を防ぐためには、仕事と子育ての両立に関する女性のニーズにこたえることが必

要である。正社員の女性については、子供が生まれてまもなくは休業、1 歳以降は短時間勤務、

3 歳以降は残業をしない働き方や短時間勤務、テレワークといった柔軟な働き方を希望する者が

多い46。このように子供の年齢に応じて女性の働き方に関するニーズは変化する。このニーズに

こたえるためには、先述したテレワークや在宅勤務、短時間正社員制度を導入するなど、多様な

働き方を提供することが求められる。 

 さらに、育児期は特に仕事と家庭の両立が困難であることから、労働者の継続就業を図るため、

仕事と家庭の両立支援策を重点的に推進する必要がある。2022 年の女性の育児休業取得率は

80.2％と、育児休業制度の着実な定着が図られている。さらに、2015～2019 年に第一子を出産し

た女性の出産後の継続就業割合は 69.5％となっており、約 7 割の女性が出産後も継続就業して

いる。一方で、男性労働者のうち、末子の出生の際に育児休業制度の利用を希望していたができ

なかった者の割合は約 3 割である中、実際の取得率は 17.1％にとどまっている47。 

 こうした状況から、男女ともに希望に応じて仕事と育児等を両立できるようにするための制

度や環境づくりが必要であると考えられる。なぜならば、男性も育児に参加することによって、

女性の家庭における家事負担が軽減され、より早く復職できたり、再就職することができたりす

るからである。2023 年に閣議決定された「こども未来戦略」等においては、男性の育児休業取

得率を 2025 年までに 50％、2030 年までに 85％及び女性の第一子出産前後の継続就業率 70％等

の数値目標を掲げ、その達成に向けた取り組みを推進している48。 

 

育児休業 

 育児休業は、原則 1 歳未満のこどもを養育するための休業で、育児・介護休業法という法律に

定められている。この育児・介護休業法は 2024 年に改正され、2025 年 4 月から段階的に施行さ

れている。見直しされた観点は主に 5 つある。 

 一つ目は、子の看護休暇の見直しである。休暇取得の対象となる事由に病気やケガに加えて入

園式や卒園式、学級閉鎖が追加された。さらに、対象となる子の範囲が小学校就学の始期から小

学校 3 年生修了までに延長された49。 

 
45 厚生労働省（2023b）p. 11. 
46 厚生労働省（2023b）p. 12. 
47 厚生労働省（2023a）p. 52. 
48 厚生労働省（2023a）p. 52. 
49 厚生労働省（2024c）p. 2. 
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 二つ目は、所得外労働の制限の対象拡大である。残業免除を受けることができる対象者が 3 歳

未満の子を養育する労働者から、小学校就学前の子を養育する労働者に拡大された50。 

 三つ目は、育児のためのテレワーク導入の努力義務化と短時間勤務の代替措置にテレワーク

が追加されたことである。対象者は、3 歳未満の子を養育する労働者である51。 

 四つ目は、育児休業取得状況の公表義務の対象企業が拡大されたことである。改正前は、従業

員数 1001 人以上の企業に公表が義務付けられていたが、改正後は従業員数 301 人以上の企業ま

で拡大された。公表内容は、公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度における男性の

「育児休業等の取得率」または「育児休業等と育児目的休暇の取得率」のいずれかとされてい

る 52。 

 五つ目は、柔軟な働き方を実現するための措置等が事業主の義務になったことである。3 歳か

ら小学校就学前の子を養育する労働者に関し、事業主は「始業時刻の変更」、「テレワーク等」、

「保育施設の設置運営等」、「就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇」、「短時間勤

務制度」の 5 つの措置の中から、2 つ以上の措置を選択して講ずる必要がある。そして、事業主

は選択した措置について、労働者に対する個別の周知・意向確認を行う必要がある53。 

 このように、育児休業がとりやすい環境をつくるために、法律が改正されてきた。 

 

育児と仕事の両立支援 

 育児と仕事が両立できる環境づくりを推進するために、以下の取り組みがされている。 

 まず、職業生活と家庭生活との両立の推進に関する周知啓発活動についてとりあげる。2020 年

5 月に閣議決定された「少子化社会対策大綱」等を踏まえ、育児・介護休業法に基づく制度を利

用しやすく、さらに、父親も子育てがしやすい働き方の啓発など、職業生活と家庭生活の両立の

ための雇用環境の整備について周知啓発活動を効果的に実施している。男性の育児参加につい

ては、男性の仕事と育児の両立を推進する「イクメンプロジェクト」において、経営者・人事労

務担当者や若年層を対象とした男性育児休業取得促進セミナーを開催したり、育児休業を取得

しやすい雇用環境整備に取り組んでいる企業を好事例として公式サイトに掲載したりするなど、

企業や男性自身の取り組みを促進している。さらに、男性の育児休業取得に向けた様々な情報を

掲載したマニュアルの配布や研修用動画を作成することで、男性も育児休業を取得しやすく、仕

事と育児を両立しやすい社会の実現を目指している54。 

 次に、企業における両立支援を促進するための取り組みをとりあげる。仕事と家庭の両立に向

けた企業の自主的な取り組みを促進するため、自社の「仕事と家庭の両立のしやすさ」を点検・

評価することができる両立指標や両立支援に積極的に取り組んでいる企業の取り組み等を掲載

したサイト「女性の活躍・両立支援総合サイト両立支援のひろば」の運用を行っている。仕事と

 
50 厚生労働省（2024c）p. 3. 
51 厚生労働省（2024c）p. 4. 
52 厚生労働省（2024c）p. 5. 
53 厚生労働省（2024c）p. 28. 
54 厚生労働省（2023a）p. 60. 
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家庭の両立について、企業が自主的に効果的な取り組みを行えるよう、「育休復帰支援プラン55」

モデルを普及させることにより、中小企業における仕事と育児の両立支援の取り組みを促進し

ている56。 

 続いて、事業主への支援についてとりあげる。育児を行う労働者が働き続けやすい雇用環境の

整備を行う事業主を支援するために、政府は、両立支援等助成金の支給を行っている。両立支援

等助成金は「出生時両立支援コース」、「介護離職防止支援コース」、「育児休業等支援コース」、

「育休中等業務代替支援コース」、「柔軟な働き方選択制度等支援コース」、「事業所内保育施設コ

ース」、「不妊治療両立支援コース」、「女性活躍加速化コース」の 8 つのコースに分けられてお

り、取り組みに応じて事業主に対し助成金を支給している57。 

 続いて、雇用の継続を援助、促進するための育児休業給付についてとりあげる。雇用保険制度

では、労働者が育児休業を取得しやすく、職業生活の円滑な継続を促進するために、一定の要件

を満たす者に対して、育児休業給付を支給している。さらに、「共働き・共育て」を推進する観

点から、子の出生後一定期間内に両親がともに育児休業を取得した場合に、既存の育児休業給付

と合わせて休業開始前の手取りの 10 割相当を支給する「出生後休業支援給付」や子が 2 歳未満

の期間に時短勤務を選択した場合に新たな給付をする「育児時短就業給付」が 2025 年に創設さ

れた58。 

 最後に、マザーズハローワーク事業の実施についてとりあげる。全国に 206 か所あるマザーズ

ハローワーク・マザーズコーナーでは、子育てをしながら就職を希望する女性に対して、子ども

連れで来所しやすい環境を整備し、担当者制によるきめ細かな就職支援、求人情報や地方公共団

体との連携による保育サービス関連情報の提供など、再就職に向けた総合的かつ一貫した支援

を行っている59。 

 

肩代わり手当 

 出産や子育てにあたり、育児休業を取った人の仕事は、ほかの従業員が代わりに行っている。

ほかの従業員の負担が増えることから、育児休業を取得しない人も多くいる。内閣府の調査によ

ると、20～30 代の既婚男性で 1 か月以上の育児休業を取得しない理由として、収入が減少して

しまうためと回答した人に続いて、職場に迷惑をかけたくないためと回答した人が多く、全体の

45%を占めた60。 

 育児休業が取得しやすい環境をつくるためには、欠員分の業務を引き受ける従業員の負担を

軽減することが重要である。 

 
55  中小企業が、自社の従業員の円滑な育休の取得及び育休後の職場復帰を支援するために策定

するプラン。 
56 厚生労働省（2023a）p. 60. 
57 厚生労働省（2023a）pp. 60-61. 
58 厚生労働省（2023a）p. 63. 
59 厚生労働省（2023a）p. 63. 
60 内閣府（2023）. 
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 その取り組みの一つに、肩代わり手当がある。これは、男性の育児休業の取得を促すため、仕

事の穴を埋める同僚に肩代わり手当を支給し、周囲の負担や不満を和らげ、周りの目を気にする

ことなく子育てに専念できる環境をつくることが狙いである。例えば、福岡県では、3 か月の育

児休業を取った男性職員の業務を引き継いだ係長以下の同僚に対し、月給の最大 2％分の勤勉手

当を加算する制度を導入した。さらに、山梨県では、育児休業期間 1 か月につき月給の 0.08 か

月分を同僚に支給することを決めた61。その他にも、大阪の大和リースは、2023 年 12 月から育

児休業による欠員が出た職場で業務を分担した同僚に、育休職員に引き当てていた賞与原資を

配分するサンキューペイ制度を創設し、同月支給の賞与では、113 人に一人平均 17 万円の手当

を支給した62。 

 育児休業の制度を導入するだけでなく、先述した事例のように育児休業取得により周囲の人

が背負う負担を軽減させることで、育児休業の取得率があがると考えられる。 

 

3.4 外国人の雇用について 

 

 外国人の雇用について考える。外国人は、出入国の公正な管理を図り、難民の認定手続きを整

備することを目的とする出入国管理及び難民設定法で定められている在留資格の範囲内におい

て、日本での就労が認められている。企業が外国人労働者を雇用する理由は、「労働力不足の解

消・緩和のため」が最も多く、次いで 「日本人と同等またはそれ以上の活躍を期待して」、 「事業

所の国際化、多様化の向上を図るため」となっている63。日本で働く外国人労働者数は増加して

おり、2024 年は約 230 万人と過去最高を更新した。国籍別に労働者数をみると、ベトナムが最

も多く、次いで中国、フィリピン、ネパール、インドネシアとなっている。産業別にみると、製

造業が最も多く、次いでサービス業、卸売業・小売業、宿泊業・飲食サービス業となっている64。 

 

図 10 外国人労働者数の推移 

 

（出所）厚生労働省（2025d）より筆者作成。 

 
61 讀賣新聞（2024）. 
62 産経新聞（2024）. 
63 厚生労働省（2025c）. 
64 厚生労働省（2025d）pp. 3-6. 
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外国人労働者の分類 

 外国人労働者は、以下の 5 つに分類される。第一に、「就労目的で在留が認められる者」であ

る。教授や高度専門職、医療など、専門的・技術的分野の在留資格を所有する者を指す。第二に、

「特定活動」である。経済連携協定に基づく外国人看護師・介護福祉候補者、ワーキング・ホリ

デー等が含まれ、個々の許可の内容により報酬を受ける活動の可否が決まる。第三に、「技能実

習」である。技能移転を通じた開発途上への国際協力が目的とされ、技能実習生は入国 1 年目か

ら雇用関係のある「技能実習」の在留資格が付与される。第四に、「資格外活動」である。留学

生のアルバイト等が含まれ、本来の在留資格の活動を阻害しない範囲内で、報酬を受ける活動が

許可される。第五に、「身分に基づき在留する者」である。永住者、日本人の配偶者等、永住者

の配偶者等、定住者が含まれ、在留中の活動に制限がないため、さまざまな分野で報酬を受ける

活動が可能である65。 

 

外国人労働者と日本人労働者の比較 

 労働者の年齢の分布を確認すると、日本人労働者は、40 歳代後半から 50 歳代前半が多くを占

めている一方で、外国人労働者は 20 歳代に山があり、若年層に偏っていることが分かる。次に、

勤続年数の分布を確認すると、先述したように、外国人労働者の方が年齢が低いこともあり、勤

続年数の短い労働者が顕著に多くなっている。最後に、学歴について確認すると、日本人と外国

人労働者全体を比較した場合には、顕著な差はみられないが、外国人労働者の中でも、在留資格

別にみると大きな差がある。高技能外国人は 70％越えが大学又は大学院を卒業している一方で、

特定技能・技能実習は高校以下の学歴が約 80％となっている66。 

 このように、外国人労働者と日本人労働者との間には、学歴に大きな差はみられなかったが、

年齢や勤続年数に大きな差が存在しており、外国人労働者の方が若く、勤続年数が短い労働者が

多いことが分かる。 

 

外国人労働者受入れ制度 

 政府は、少子高齢化や企業の人手不足を背景に、外国人労働者受入れに関する制度改正を行っ

てきた。ここからは、日本の外国人労働者受入れに関する制度の変遷をみていく。 

 1980 年代後半から 1990 年代前半にかけて、経済社会の国際化が進む中、バブル下における企

業の人手不足感の高まりや円高の進行、アジア諸国との経済格差の広がりによる国境を越えた

労働移動のメリットの拡大などを背景に、外国人労働者が増加した。この状況で、政府は、出入

国管理及び難民認定法を 1989 年に改正し、新たに「人文知識・国際業務」や「定住者」などの

在留資格を創設することにより、専門的な技術や技能を持つ外国人労働者や日系人等を対象と

した制度の整備を行った。さらに、1993 年には、日本で培われた技術や技能、知識を開発途上

国等へ移転することにより、開発途上地域等の経済発展を担う人づくりに寄与することを目的

 
65 文化庁（2024）p. 2. 
66 内閣府（2024）pp. 208-210. 
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とした、技能実習制度が開始された。技能実習制度では、研修により一定水準以上の技能を習得

した外国人技能実習生が、日本において企業や個人事業主等の実習実施者と雇用関係を結び、研

修終了後もより実践的な技能を習得できるような仕組みである67。 

 その後、2012 年には、日本の経済成長等に貢献することが期待される高度な能力や資質を持

つ外国人の受入れを推進するために「高度人材ポイント制」の運用が開始された。これは、学歴

や職歴、年収などの項目ごとにポイントを設け、ポイントの合計が 70 点に達した場合に出入国

在留管理上の優遇措置を与え、高度外国人材の受入れ促進を図ることを目的としている。2018 年

の入管法改正では、労働需給がさらにひっ迫し、中小・小規模事業所を中心に深刻な人手不足が

生じていたことから、新たに「特定技能」の在留資格が創設された。この制度改正により、条件

を満たした外国人技能実習生の日本語試験や技能試験が免除されたり、より長期の在留ができ

るようになったりした68。 

 このように、外国人労働者受入れに関する制度は、経済情勢に合わせて改正されてきた。 

 

外国人労働の課題 

 外国人労働者の雇用に関する企業の課題をみると、「日本語能力等のためにコミュニケーショ

ンがとりにくい」が最も多く、次いで「在留資格申請等の事務負担が面倒・煩雑」、「在留資格に

よっては在留期間の上限がある」、「文化、価値観、生活習慣等の違いによるトラブルがある」と

なっている。外国人労働者が仕事をするうえでのトラブルや困ったことについてみると、 「なし」

と回答した者は 86.9%であり、「あり」が 10.9%であった。「あり」と回答した者について、その

トラブルの内容をみると、「トラブルや困ったことをどこに相談すればよいかわからなった」や

「事前の説明以上に高い日本語能力を求められた」などがあげられた69。 

 

外国人共生のための取り組み 

 政府は、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」において、労働環境、教育、医療、

住宅など生活のさまざまな場面に関する施策を盛り込んでいる。ここからは、政府による取り組

みを 5 つ紹介していく。 

 一つ目は、円滑なコミュニケーションと社会参加のための日本語教育等の取り組みである。外

国人が生活のために必要な日本語等を習得できるようにするため、日本語教育の推進に関する

法律に基づく地方公共団体の基本方針の作成を促し、地域における日本語教育の促進や水準の

向上を図っている。さらに、日本語教室空白地域の解消をするために、空白地域の市区町村に対

して、教室開設のためのアドバイザー派遣や日本語教室の開設・安定化に向けた支援を行ってい

る70。 

 二つ目は、外国人に対する情報発信・外国人向けの相談体制の強化である。外国人に対する生

 
67 内閣府（2024）pp. 205-206. 
68 内閣府（2024）p. 206. 
69 厚生労働省（2025c）. 
70 出入国在留管理庁（2025）pp. 3-4. 
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活ガイダンスの実施や各種行政手続に関する情報提供、住宅の確保、生活に必要な日本語の習得

の支援、外国人からの相談・苦情への対応などを適切に行うことができるようにするための研修

を行い、地域における外国人の支援に携わる人材や団体を育成している。さらに、外国人支援者

の活動の現状や課題を把握し、外国人支援者同士が連携して効率的に支援を行うことができる

ように、外国人支援者のネットワークを構築している71。 

 三つ目は、ライフステージ・ライフサイクルに応じた支援である。「乳幼児期」、「学齢期」、「青

壮年期」、「高齢期」において、それぞれの時期に抱える問題に合わせた支援しており、乳幼児期

と学齢期には、主に子育て支援や子供の教育支援、青壮年期には就労支援、高齢期には年金制度

に関する支援を行っている。就労をする時期にあたる「青壮年期」の支援の事例として、留学生

を対象とした企業のインターンシップ促進に向けた取り組みがある。具体的には、インターンシ

ップの活動内容や在留資格手続、留学生が卒業後の日本での就労に必要となる手続きについて

大学や企業に周知を行っている72。 

 四つ目は、外国人材の円滑・適正な受入れである。特定技能外国人のマッチング支援策では、

受入れに係る採用や生活環境整備、人材育成などの好事例の紹介をしたり、特定技能外国人とし

て就労を希望する者と特定技能外国人の雇用を希望する企業のマッチングを実施する都道府県

に対して、必要な経費の助成を行ったりしている73。さらに、現地語を使いながら日本語を教え

ることができる現地教師の確保・拡大が不可欠であることから、日本から日本語教育の専門家を

派遣し、開発したカリキュラムと教材を活用しつつ、効率的な日本語教育活動が可能な現地教師

の育成を進めている74。 

 五つ目は、共生社会の基盤整備に向けた取り組みである。共生社会の実現に向けた意識醸成の

ために、毎年 6 月を「外国人労働者問題啓発月間」とし、外国人労働者問題に関する啓発活動を

行っている75。さらに、外国人も地域へ定着して共生社会を支える担い手となるために、地方公

共団体と連携して地域産業の担い手や地域おこし協力隊員として活躍できるような取り組みを

している76。 

 このように、外国人が日本で就労して活躍できるようにするためには、外国人を受け入れる側

の日本人が共生社会の実現について理解し協力するように努めていき、さらに、受け入れられる

外国人も共生の理念を理解し、日本の風土・文化や日本語を理解するように努めたり、日本のル

ールや制度を理解したりし、責任ある行動をとることが重要である。 

 

 

 

 
71 出入国在留管理庁（2025）p. 9. 
72 出入国在留管理庁（2025）p. 23. 
73 出入国在留管理庁（2025）p. 34. 
74 出入国在留管理庁（2025）p. 40. 
75 出入国在留管理庁（2025）p. 43. 
76 出入国在留管理庁（2025）p. 53. 
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第 4 節 働き方改革を踏まえた人手不足対策 

 

4.1 働き方改革について 

 

 2019 年 4 月施行された働き方改革関連法は、働く人の置かれた個々の事情に応じ、多様な働

き方を選択できる社会を実現することで、成長と分配の好循環を構築し、働く人一人ひとりがよ

り良い将来の展望を持てるようにすることを目指している。つまり、投資やイノベーションによ

る生産性向上とともに、就業機会の拡大や意欲、能力を十分に発揮できる環境をつくることで、

「少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少」や「働く方々のニーズの多様化」などの日本が直面し

ている課題に対応しようとしている77。働き方改革の柱としては、長時間労働の是正、雇用形態

に関わらない公正な待遇の確保、柔軟な働き方がしやすい環境の整備があげられる。 

 

4.2 長時間労働改善のための時間外労働の上限規制 

 

 労働基準法において、労働時間は原則として 1 日 8 時間及び 1 週 40 時間とされており、これ

を法定労働時間という。法定労働時間を超えて労働者に時間外労働をさせる場合や法定休日78に

労働をさせる場合には、原則として労働基準法第 36 条に基づく労使協定 （三協協定）を締結し、

所轄労働基準監督署長へ届け出る必要がある79。 

 働き方改革関連法では、長時間労働を是正するために時間外労働に罰則付きの上限を設けて

おり、大企業では 2019 年 4 月から、中小企業では 2020 年 4 月から導入された。具体的には、時

間外労働の上限は原則として月 45 時間、年 360 時間とし、臨時的な特別の事情（予算・決算業

務、ボーナス商戦に伴う業務の繁忙、納期のひっ迫、大規模なクレームへの対応、機械のトラブ

ルへの対応等がある場合を指す。「業務の都合上必要な場合」、「業務上やむを得ない場合」など、

恒常的な長時間労働を招く恐れがあるものは認められない80）がなければこれを超えることはで

きないと定められている。さらに、臨時的な特別の事情があったり、労使間で合意があったりし

た場合でも、時間外労働が年 720 時間以内、時間外労働と休日労働の合計について、2 か月平均、

3 か月平均、4 か月平均、5 か月平均、6 か月平均がすべて 1 か月あたり 80 時間以内、時間外労

働と休日労働の合計が月 100 時間未満、原則である月 45 時間を超えることができるのは年間 6

か月までという制限がある。これらに違反した場合は、罰則（6 か月以下の懲役または 30 万円

以下の罰金）が科される81。 

 

 

 
77 厚生労働省（2021）p. 1. 
78 毎週少なくとも 1 日の休日又は 4 週間を通じ 4 日以上の休日。 
79 厚生労働省（2021）p. 3. 
80 厚生労働省（2021）p. 12. 
81 厚生労働省（2021）p. 4. 
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4.3 時間外労働の上限規制の緩和案 

 

 働き方改革関連法では、時間外労働の上限規制の導入や年次有給休暇の 5 日取得の義務化な

どが定められている。しかし、人手不足が深刻化している中で、規制によって仕事が回らないな

どと時間外労働の上限規制に対して見直しを求める声が経済界を中心に高まっている。2025 年

9 月の共同会見において、当時経済安全保障相を務めた小林鷹之は、「人手不足が課題となって

いる中、働く側にとっては働きたいという権利もある中で、今の制度を柔軟に考える余地はある

と思っている」と働き方改革の見直しを示唆した82。そして、同年 10 月に、内閣総理大臣を務め

る高市早苗は、厚生労働相に対し、労働時間規制の緩和を検討するように指示を出した83。 

 2023 年に株式会社識学は、全国の従業員数 10 名以上の企業に勤める 20～59 歳の会社員 300

名を対象に残業に関する調査を行った。残業に対する意向を調査したところ、「残業は絶対した

くない」、「どちらかというと残業はしたくない」と回答した人は全体の 77.6%であり、大多数を

占めた。一方で、 「どちらかと言えば残業したい」、「できれば残業したい」と回答した人もおり、

全体の 22.3%であった。その理由を聞いたところ、「残業代無しでは生活が苦しいから」、「お給

料が増えるから」など金銭的な理由が多くあげられた84。この調査から、自ら進んで時間外労働

をしたい人は、少数派ではあるが一定数いることが分かった。 

 そのため、時間外労働の上限規制を緩和し、これらの人材を活用することは、人手を補うため

の有効な手段であると考えられる。一方で、過労死の遺族や労働者からは批判の声が寄せられて

いる85。心身の健康への被害や長時間労働の常態化を招くことが懸念されるため、時間外労働の

上限規制を見直す際には、労働者の心身の健康を確保することを最優先に考える必要がある。 

 

4.4 働き方改革と人手不足対策のあり方 

 

 時間外労働の上限規制の緩和は、人手不足を解消するための一つの手段である。しかし、働き

方改革が目指している長時間労働是正に反発するような政策であるといえる。長時間労働は、労

働者の肉体や精神に悪影響を及ぼすリスクを持っている。世界保健機関（WHO）と国際労働機

関（ILO）が行った世界規模の分析からは、1 週間の労働時間が 55 時間を超えると、35～40 時

間の場合と比べて、虚血性心疾患と脳卒中のリスクが高まることを示す十分な証拠が得られた。

さらに、長時間労働や違法な無休のサービス残業は、労働者の精神を毀損する可能性がある。ILO

ガバナンス・三者構成原則局の局長は、長時間労働はさまざまな心身に対する影響、社会的影響

をもたらす可能性があり、新型コロナウイルスの世界的な大流行によって事態はさらに悪化し、

労働者が労働状況の不確実性や長時間化からもたらされる心理社会的危害の増大に影響を受け

 
82 朝日新聞（2025）. 
83 讀賣新聞（2025）. 
84 マイナビニュース（2023）. 
85 朝日新聞（2025）. 
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ている可能性があることを指摘している86。 

 長時間労働を是正することにより、過労死防止やワーク・ライフ・バランスの実現が期待され

る。職場環境の改善により魅力ある職場づくりがされることで、離職率低下や人材の定着率向上

につながったり、女性や高齢者、外国人も仕事に就きやすくなることで、労働参加率の向上につ

ながったりすると考えられる。そのため、働き方改革を踏まえた人手不足の対策を講じることが

求められる。 

 

おわりに 

 

 本稿では、日本の人手不足の現状を明らかにし、その背景を考察してきた。さらに、ドイツの

労働状況や対策事例を紹介するとともに、日本で実施されている高齢者や女性、外国人の雇用機

会を確保するための取り組みやその課題についてとりあげた。そして、働き方改革が求められる

日本において、どのように人手不足の緩和に努めていくべきか考察した。 

 人手不足は、経済成長や産業構造の転換など時代の変化に伴って発生してきた。2010 年以降

は、経済状況の好転やサービス産業化のさらなる進展が背景にある。 

 人手不足解消としては、高齢者や女性、外国人など潜在的な労働力の雇用機会を拡大する方法

がある。これらの人材を活用するためには、フレックスタイム制や短時間勤務制度、テレワーク

の導入など、柔軟で多様な働き方を推進することや高齢者雇用制度や外国人労働者受入れ制度

のような雇用機会を拡大するための制度を構築すること、マザーズハローワークや外国人労働

者に対する日本語や文化の教育など、労働者への支援を充実させることが欠かせない。そして、

労働者の心身の健康を確保することを最優先に考え、働き方改革を踏まえた対策を講じること

が重要である。 
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